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営業基盤としての静岡県



全国シェア３％、都道府県１０位の経済圏

県内総生産は日本の中では四国４県、北陸３県を上回る規模

世界各国の国内総生産との比較では、タイ、香港、アルゼンチンに次ぐ規模

2

３位/４７(2006年度)―３，３８９千円1人当たり県民所得

３位/４７(2006年)５．８％１８兆円製造品出荷額等

１０位/４７(2007年)３．５％３．７万戸新設住宅着工戸数

１位/４７(2007年)６．９％１２４件工場立地件数

１０位/４７(2007年)２．７％１４０万世帯世帯数

５位/４７(2007年)

１３位/４７(2006年)

１０位/４７(2006年)

１０位/４７(2005年度)

１０位/４７(2007年)

全国順位

３．９％

２．８％

３．２％

３．２％

３．０％

全国シェア

２２万トン

２，４４３億円

１９万事業所

１６兆円

３８０万人

漁業生産量

事業所数

農業産出額

県内総生産(実質)

人 口

163.4タイ３２

162.9香港３３

（ 1０億ドル）国名（地域）順位

117.7マレーシア３５

世界各国の国内総生産と比較(２００４年)

153.0アルゼンチン３４

148.5静岡県－

県内総生産（2005年度）

111.7北陸３県－

117.5イスラエル3６

119.2四国４県－

105.9広島県11

144.9静岡県10

159.7福岡県9

（10億ドル）都道府県・地域順位

静岡県の指標 静岡県の経済規模

（出所）内閣府経済社会総合研究所 ほか

経済規模

静岡県の指標 静岡県の経済規模



全国有数の「モノづくり県」

東京と大阪・京都の間に位置する物流の要衝

地場産業からハイテク産業まで多様な産業が集積し、健全な企業

が多い

豊かな自然を生かした日本を代表する観光地を有する

●ﾔﾏﾊ発動機(株)

●ﾔﾏﾊ(株)

●ｽｽﾞｷ(株)

●浜松ﾎﾄﾆｸｽ(株)
温泉地

●東芝機械(株)

２７ジャスダック

６７計

１名証２部

１マザーズ

１０東証２部

２８東証１部

企業数上場市場

※2008年10月末現在、上場市場が複数

ある場合は東証にてカウント

建設業, 5.3

卸売・小売業,
7.4金融・保険業,

5.0

不動産業, 10.9

政府ｻｰﾋﾞｽ生
産者, 7.1

その他, 4.3

製造業, 35.6

運輸・通信業,
7.1

ｻｰﾋﾞｽ業, 15.9

農林水産業,
1.4

（出所）静岡県「2006年度県民経済計算速報」

富士山

静岡県経済の位置づけ
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静岡県の産業別総生産構成比

静岡県内に本社をおく上場企業

富士山静岡空港
（2009年6月開港予定）

東名高速 ●静岡銀行

●スター精密(株)
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05年度 06年度 07年度 08/9月

静岡銀行

静岡県

全国

（出所）静岡県企画部

世界的規模の景気後退から、静岡県経済は悪化している

中小･零細企業を中心に、倒産件数が増加している

（％） ※前年同期比
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05年度 06年度 07年度 08年/4-9月

静岡県

全国

（％） ※前年同期比

静岡県の業況判断DIの推移
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（出所）日本銀行

（出所）日本銀行

（出所）東京商工リサーチ

静岡県の経済動向
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静岡県の実質経済成長率の推移 静岡県の業況判断DIの推移

静岡県の倒産件数の推移静岡県の貸出金（末残）増減率の推移

（年）

（件） ※前年同期比(％)



静岡銀行の高い信頼性
バーゼルⅡの適用開始に合わせ、リスク管理体制を整備

Ｓ＆Ｐ社による長期格付「ＡＡ-」に格上げ（2007年12月）、邦銀では最高水準

外部格付

リスク管理態勢の高度化

｢統合的リスク管理｣をリスク管理の基本方針として明確化

自己資本比率の算出方法として、信用リスクは基礎的内部格付手法、オペレーショナルリスクは粗利益配分手法を
採用

広島、福岡、
新生

あおぞら

Ａ３

ムーディーズ社

ＢＢＢ＋

群馬、りそなＡ‐

横浜、千葉、常陽、肥後、
中央三井信託

中国Ａ

住友信託

農林中金、信金中央金庫、
三菱東京UFJ、三菱UFJ信託、
みずほ、みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ、
みずほ信託、三井住友

Ａ＋

静岡ＡＡ‐

Ｂａａ１Ａ２Ａ１Ａａ３Ａａ２

Ｓ
＆
Ｐ
社

〔長期格付〕
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平成20年度第3四半期決算の概要



第３四半期決算の状況

6

08年度
第3四半期

07年度
第3四半期

《静岡銀行単体》
前年同期比

（億円）

△７７１，５３７１，６１５経常収益

△３４７１３１４７８経常利益

△１９３８６２７９四半期純利益

一般貸倒引当金繰入額 （△）

基礎的業務純益 ※

経 費 （△）

＋７３
△１７０

１４４
△１２６

７１
４４

うち不良債権処理額 （△）
うち株式等関係損益

△２４６△２６６△２０臨時損益

△１０１３９７４９８業務純益

＋９１９４３

＋２４５２９５０５

＋１０５９７５８６

＋５０
△１８
△３１

（ △３４）

９７２
１３３

△１７
（ △３８）

９２３
１５１

１４
（△４）

資金利益
役務取引等利益・特定取引利益
その他業務利益
（うち国債等債券関係損益）

＋１１，０８８１，０８７業務粗利益

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

＋３６５７国際業務部門

△４３１８０預金等利息 （△）

△５５２８１有価証券利息配当金

＋１１９２７うち貸出金利息

＋１４９１６国内業務部門

前年同期比08年度
第3四半期

〔資金利益内訳〕

個別貸倒引当金
繰入額（△）

＋６４１３５

うち一般貸倒引当金
繰入額（△）

＋９１９４

＋１６４２３８与信費用（△）

（億円）〔与信費用〕

△１１４△１３２株式等償却

うち株式等売却益 △５６８

（億円）〔株式等関係損益内訳〕

△１７０△１２６株式等関係損益

△３６２１５４５１６経常利益

08年度
第3四半期

07年度
第3四半期

《連結》
前年同期比

（億円）

△１１７１，７３９１，８５６経常収益

△１９８８７２８５四半期（当期）純利益

（億円）



25,220

24,375

19,303
18,744

07年度 08年度第3四半期

銀行全体 うち静岡県内

・中小企業向け貸出金残高25,220億円
前期比＋845億円（うち県内＋559億円）

・個人向け貸出金残高19,353億円
同＋1,191億円（うち県内＋869億円）

・緊急保証等の申込4,108件／1,304億円
（県内シェア53％）

実行3,447件／1,012億円

54,955
57,913

60,518

36,853
38,585 40,166

10,462
10,966 12,652

28.0%

28.9%
(11月ｼｪｱ）

27.3%

06年度 07年度 08年度第3四半期

銀行全体
うち静岡県内
大企業・中央政府向

※地方公社を含まない （億円）

（億円）

08年度第３四半期の総貸出金残高（平残）は

60,518億円と前期比＋2,605億円の増加
＋＋１，５８１１，５８１

＋２，６０５

県内金融機関におけるシェア※（末残）

19,353

18,162

16,047

15,178

07年度 08年度第3四半期

銀行全体 うち静岡県内

＋845

＋＋869869

＋1,191

※全業態シェア

＋＋559559

（億円）

総貸出金残高（平残）の推移

貸出金（平残）の増減内訳 うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移 うち個人向け貸出金残高（平残）の推移

貸出金の状況

【増減額内訳（前年度比）】 （億円）

＋
２
，
６
０
５公共向け

(中央政府を含む)

＋14

個人
＋1,191

中小企業
＋845

大・中堅企業
＋443

7

海外＋112



延滞なし
35%

延滞 65%延滞なし
83%

延滞 17%

０８年度上期

１，９９０

△３１６

(△２７１)

＋３５１

１，９６８

△７１５

（△６０４）

＋４８９

０６年度

２，１３０１，９５５リスク管理債権

△１９３

(△１１２)
△７０６

（△６００）

オフバランス化

（うち破綻懸念先以下）

＋３３４＋６９３新規発生

０８年度

3Ｑ（3カ月）
０７年度

不良債権の状況

延滞なし
72%

延滞 28%

要 管 理 先

開示額 240億円

破 綻 懸 念 先

開示額 1,339億円

実 質 破 綻 先

開示額371億円破綻先債権

延滞債権（破綻懸
念先・実質破綻先）

3ヵ月以上延滞・貸
出条件緩和債権
（要管理先）

180億円

（８.5％）

（80.3％）

1,710億円

240億円
（11.2％）

２，１３０億円

08年12月末のリスク管理債権の総額は2,130億円（08年3月末比＋175億円）

リスク管理債権の割合は3.31％（08年3月末比 ＋0.02ポイント）

～部分直接償却を実施した場合の1９８億円と、信用保証協会の保証付貸出金の96５億円を控除した場合のリスク管理債権
総額は9６６億円、部分直接償却額を控除した総貸出金に占める割合は1.5０％（08年3月末比△0.0５ポイント）

～部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権比率は3.0１％（同△0.0５ポイント）

・破綻懸念先以下 ＋219億円
・３カ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権 △44億円

＋１７５

リスク管理債権の状況（単体ベース）

08年12月末リスク管理債権の内訳

不良債権のオフバランス化実績

不良債権の状況

8

187破綻懸念先

119実質破綻先・破綻先

27要管理先

〔内訳〕 （億円）

〔内訳〕 （億円）

26本人弁済・預金相殺

16格 上 げ
70担保処分・代位弁済

延滞なし
86%

延滞 14%



与信費用

与信費用：08年度第3四半期 238億円（前年同期比＋164億円）

・債務者区分の変更等 166億円
・担保評価下落等 12億円
・格上、回収等による

個別引当金取崩 △43億円
合計 135億円

一般貸倒引当金繰入額 94億円（前年同期比 ＋91億円）

不良債権処理額 144億円（ 〃 ＋73億円）

（うち個別貸倒引当金純繰入額135億円）

与信費用・与信費用比率の推移

9

40
75 72

238

(22)
47

0.09 0.07

0.13

0.23

0.52

05年度 06年度 07年度 08年度上半期 08年度第3四半期

与信費用比率

※与信費用 ＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 貸倒引当金取崩額、与信費用比率 ＝ 与信費用 ÷ 貸出金平残

17年度の（ ）は、貸倒実績率の算定期間変更による特殊要因を控除した場合

（億円） （％）



5,089 4,076

3,237
2,211

8,146
7,721

2,390

2,824

3,132
3,741

08年3月末 08年12月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券の状況①

08年12月末の有価証券残高は20,573億円と08年3月末比△1,421億円の減少

08年12月末の株式･債券･投資信託等の有価証券評価損益は＋827億円と08年3月末比△935億円、うち株式

評価損益は＋772億円と08年3月末比△998億円の減少

（億円）△△1,4211,421

772億円1,770億円うち株式

827億円1,762億円有価証券評価損益

日経平均株価

3.57年3.26年平均残存期間(円貨)

1.59年1.39年平均残存期間(外貨)

8,859.56円12,525.54円

08年3月末 08年12月末21,994

〈〈その他その他〉〉
△△1,0131,013

20,573

有価証券残高の推移 債券平均残存期間・有価証券評価損益の推移

10

〈〈株式株式〉〉
△△1,0261,026

公社公団債
1,723(＋14)

その他
4,408(＋34)

政府保証債
1,590(＋28)

変動債
480(△20)※

固定債
3,261(＋2)

その他4,076億円の内訳

投資信託
351(△36)

邦貨外国証券
874(△3)

外貨債券
2,684(△23)

その他
167(＋1)

社債7,721億円の内訳国債3,741億円の内訳

＃( )内は評価損益
※変動債の時価評価は従来どおり市場価格で評価しています



社債・地方債 298

ﾓｰｹﾞｰｼﾞ債
2,348

【外貨債券】

2,684

【投資信託】

債券型投信 93

株式投信 77

ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ
181

351

～～

サブプライム関連商品、モノライン関連商品は保有していない

欧米破綻金融機関の関連商品も保有していない

～～

証券化商品の内訳

００(うちAlt‐A)

３，０７２３，４６６RMBS

００CDO・CLO

０２０ABS

１０２１１６信託受益権※

００CMBS

７２３８３５(うち 円貨)

※買入金銭債権に計上しています

08年3月末 08年12月末

08/3比（簿価）

△５５

△８

△２１９

（評価損益）

△１８

△１

＋７

２４７フレディマック

２，０７１ジニーメイ

３１ファニーメイ

モーゲージ債の内訳

△１６

△８９

△９２

08/3比（簿価）
（評価損益）

△０

△５

△２０

２０債券アービトラージ

１２９グローバルマクロ

３２株式ロングショート

オルタナティブの内訳

有価証券の状況②

（億円）

11

（億円）（億円）

外貨債券および投資信託の内訳

国際機関債 38

（億円）



地域密着型金融への取組み
ビジネスマッチング、次世代経営者塾「Shizuginship」に取組み、取引先の事業拡大･後継者育成に寄与

地域経済に与える影響が大きい企業を中心に各種再生手法を活用し、迅速かつ円滑な事業再生を支援

次世代経営者塾「Shizuginship」

1,545

822
708

599

258

440
360382

0

400

800

1200

1600

05年度 06年度 07年度 08年度第3四半期

-1000

-500

0

500

1000

（件）

ビジネスマッチングの成約実績および融資獲得額

事業再生への取組み

２事業譲渡･M&A

３資産売却

２再生型バルクセール

１０全 体 (件)

静岡中小企業支援ファンド｢スクラム｣

１

２

08年度第3四半期

民事再生

〔事業再生に活用した手法〕

10

14

18 19

05年度 06年度 07年度 08年度第3四半期

会員数（08年12月末）

7５４社、1,1４９名

セミナー・視察会の開催

（４～１２月累計）

地域フォーラム2回

セミナー１２回

ゼミナール２０講座

視察３回

のべ参加者数２,１８１名

12

（件）〔事業再生支援完了件数〕

（億円）

〔主な商談会〕
しずぎん＠gricom
東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄ2008「静岡夢街道」
上海ビジネス商談会2008 ほか

融資獲得額

08/上
979

08/上
8



フロント業務特化型店舗の取組み
構築を進めてきたフロント業務特化型店舗や少人数で運営するミニ店舗｢しずぎんマイプラザ｣がスタート

融資の営業と事務を一貫処理体制を支える新融資支援システム｢S-navi｣が全店稼動

13

▲公共料金納付等の専用窓口を設置、ハ
イカウンター窓口に凹凸を設け お客さ
まのプライバシーに配慮

▲ロビー入口に総合受付カウンターを設
置し、フロア担当が来店客の用件に応
じて誘導する

▲外装・内装にコーポレートカラーの
ノーブルレッドを用いた帯状のサイ
ンを設置



経費および投資・人員計画

08年度経費は、営業店の生産性向上のための業務効率化、および業務推進施策の展開により増加を見込む

ＯＨＲは55％を目安として、適切にコントロールしていく

335 326 325 331

357 374
425407

40 41 45 44732 741 777 800

58.9%
55.5%

56.9%
56.7%

05年度 06年度 07年度 08年度（計画）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

システム関連 ＋12億円
事務委託費 ＋ 6億円

７，２２０＋１５８７，２４３７，０８５グループ全体

３，７１５＋１８９４，２９３４，１０４営業店

２，８９０＋２９０２，７０１２，４１１フロント

バック・アシスト ８２５△１０１１，５９２１，６９３

４，６８０＋１６９５，３３３５，１６４銀 行 全 体

１，０４０

２，８７９

08年12月末

２，７２０＋２８２，８５１うち行 員

９６５

11年3月末計画

△２０

増減

１，０６０

08年3月末

本部ほか

（人）

（億円）

+18

〔 経 費 〕

９５２５２３４１店 舗 関 連

１８１６２１５０９４合 計

１３６６２１２４１０９シ ス テ ム 関 連

１２７

07年度

５３

06年度〔主な投資額〕

８６３７シ ス テ ム 関 連

08年度計画08年上期

（億円）

経費およびＯＨＲの推移 投資額の推移

人員の推移

14

※キャッシュアウトベース

（209）

（168）

（26）

（403）

（203）

（164）

（28）

（395）

※（ ）は中間期の経費



業績予想および株主還元の状況

2008年度の１株当たり中間配当額は7円

2008年度の1株当たり配当額（年間）については、「配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準」の配当維
持を目指し、市場動向、業績等を総合的に勘案して決定する方針のもと、14円を予定

１４．００円（７．００円）１３．００円一株当たり配当額（年間）

１．１０％

07年度

―

08年度予想

配当利回り(配当/期末株価)

（ ）は中間配当額

２，４５８（累計）１５０当期純利益④

６５．３３

６５．３３

９８

－

９８

08年度予想

６０１（累計）年間配当額①

９４１（累計）自己株式取得額②

１，５４２（累計）株主還元額③＝①＋②

２４．４４（平均）配当性向①/④×100

６２．７３（平均）株主還元率③/④×100

98～07年度
（10年間）

（単位：億円、％）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

15

業績予想

２５２

４４５

２，２５０

（11月公表値）

２７５経常利益

２，２５０経常収益

１５１

08年度予想

当期純利益

【連結】

（億円）

（11月公表値）

２５０

４１５

６６０

５９０

１，９８０

６８０基礎的業務純益

２５０経常利益

５５５業務純益

１，９８０経常収益

１５０

08年度予想

当期純利益

【単体】

（億円）



資 料 編



07年度 08年度第3四半期

国内店 静岡県内

08年度第3四半期の譲渡性預金を含む総預金等
残高（平残）は71,893億円と前期比＋702億
円の増加

・国内営業店預金等残高70,436億円

前期比＋1,265億円

・静岡県内預金等残高61,250億円

同＋897億円

・個人預金等残高50,309億円

同＋1,054億円

・法人預金等残高17,301億円

同＋340億円

・預貸率85.6％、限界預貸率205.9％

（億円）

総預金等残高（平残）の推移

うち個人預金等残高（平残）の推移 うち法人預金等残高（平残）の推移

07年度 08年度第3四半期

国内店 静岡県内

（億円） （億円）【増減額内訳（07年度比）】 （億円）

総預金等残高（平残）増減額の内訳

＋
７
０
２

海外
△３５９

預金等の状況

オフショア
△２０４

金融･公金
△１２９

個人
＋１，０５４

法人
＋３４０

16

※全業態(ゆうちょ銀行は含まない)

06年度 07年度 08年度第3四半期

銀行全体 国内店 静岡県内

～～

68,887

66,780

58,502

71,191

69,171

60,353

71,893
70,436

61,250

66,683

64,576

57,274

県内金融機関における預金シェア
（末残・全業態シェア）

●

67,592

65,573

58,343

67,975
66,518

59,361

26.1% 26.1%

＋＋702702

＋＋1,2651,265

＋＋897897

49,250

50,296

＋1,054

＋＋１，１，050050

＋340

49,255
50,309

44,913
45,963

14,518 14,449

16,961

13,366

17,301

13,513

＋＋147147

44,907 45,950 12,223 12,129

26.0%

譲渡性預金除き

譲渡性預金除き 譲渡性預金除き



107

503

680

824

470

752

06/上 06/下 07/上 07/下 08/上 08/3Q（3カ月）

174

581
598 622 648

553

06/上 06/下 07/上 07/下 08/上 08/3Q（3カ月）

4,529
4,374

4,096

4,089
218

168

1322,881

2,482

51,074

49,375
48,614

15

12

313

266

299

3,645

4,121

2,808

07年3月末 08年3月末 08年12月末

（億円）

外貨預金

１
１
，
１
１
５
億
円

１
１
，
８
４
３
億
円

１
１
，
４
６
６
億
円

△△728728

譲渡性預金

60,080

61,230

08年12月末の静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱を含む個人預り資産残高は62,204億円（08年3月末比＋974億円）、

うち円貨預金および譲渡性預金を除く個人預り資産残高は11,115億円（同 △728億円）

投資信託、保険窓販は、市場環境の悪化により販売不振

静銀ﾃｨｰｴﾑ
証券

△399

個人年金
保険

△32

（億円）

個人預り資産（末残）の推移 投資信託販売額（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券含む）の推移

＋＋974974

保険窓販額の推移

預り資産の状況

17

円貨預金

+1,699

※個人年金保険は残存する契約の残高

投資信託

62,204

公共 債

△278

（億円）



手数料収益

16
19 19

13

26 26 26

8

4

14

31

26

06/上 06/下 07/上 07/下 08/上 08/12月

16
5

99
101 105

101 93

23
22 1518 23

12.5%

14.6%

17.6%17.1%
18.0%17.1%

06/上 06/下 07/上 07/下 08/上 08/3Q（3カ月）

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

手数料収入は、投資信託、保険窓販の販売低迷により減少

手数料費用は、クレジットカード手数料を中心に増加

（億円） （億円）

＋１億円５９億円手 数 料 費 用

支 払 雑 手 数 料 ＋２億円２２億円

＋１億円６４億円受 入 雑 手 数 料

代 理 事 務 手 数 料
(保険窓販手数料など )

△１１億円３７億円

△１５億円１７５億円手 数 料 収 入

08年度
第3四半期 前年同期比〔単体〕

投資信託（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

保 険
手数料収益比率

（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券） 投資信託・保険窓販の手数料収益

手数料収入・費用

18

109

127
117

124
116

28



預貸金利回りの状況

08年12月の預貸金利回り差は、08年3月末比△0.04ポイントの低下

円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較）

2.06 2.05 2.05 2.06 2.05 2.04 2.03 2.03 2.03 2.03 2.04
2.01

1.88
1.85 1.86 1.87

1.85 1.84 1.83 1.82 1.82 1.84
1.81

1.77

2.40 2.40 2.39 2.39 2.39 2.39 2.39 2.39 2.39 2.39
2.37

2.31

08/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（％）

法 人

個 人

全 体

〔08年3月〕 〔08年12月〕 （兆円、％）

２．８

３．８

６．９

１．７

１．６

２．６

４．４

６．１

平残（構成比）

（38.7）

（56.3）

（100.0）

（28.2）

（25.3）

（44.8）

（71.8）

（100.0）

０．３９

０．１７

０．２７

１．９６

１．２０

２．５２

２．０７

２．０４

利回り

（40.9）

（55.1）

（100.0）

（28.5）

（26.6）

（43.2）

（71.5）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．２３７．１預 金

０．０７４．０

２．３６２．６
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ

基準

市場連動

１．９９１．６固定金利

２．７

１．５

４．２

５．８

平残（構成比）

１．２１

０．４１

１．９５

１．９６

利回り

変動金利

貸出金

＋１．７７＋１．７７〔預貸利回り差〕 △0.0４

※預金は譲渡性預金を含む

＋１．７３＋１．７３

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

1.331.32
1.34

1.321.31
1.321.321.33

1.35

1.331.33
1.35

2.03

2.09

2.11
2.112.10

2.12
2.12

2.14

2.16
2.152.152.17

08/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 ８月 ９月 10月 11月 12月

（％）

大･中堅企業

中小企業

19

～～

～～



法人部門の取組み

20

〔20年度修正計画〕
地域ｼｪｱの拡大とﾌﾟﾚｾﾞﾝｽの向上 ～法人戦略①

ソリューション営業の高度化による渉外営業力の強化

取引先のライフサイクルに応じたさまざまな経営課題の解決やニーズに適した提案を行うソリューション営業
の高度化を図り、取引先とのリレーションを強化することで、総合取引を推進

ソリューション営業統括部署として、平成20年4月に「法人
部法人営業支援グループ」を設置

本部関連部のソリューション営業担当者が、地区カンパニーや
グループ会社等と連携して、組織横断的に営業店のソリュー
ション営業を支援

本部・地区カンパニーの支援や、情報・
ツール等を活用して、ソリューション営
業を実践

地公体へのアプローチによるビジネス
チャンスの発掘

本部等営業店

〔ソリューション営業推進体制〕

創業期 成長期 成熟期
衰退

第二の成長

企業サポート部

創業支援 新規貸出 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ
EB、海外進出

デリバティブ
金融資産運用等

MBO、M&A
富裕層取引（相続･遺言、事業承継等）

第二の成長

営業店
支援 各地区カンパニー・営業推進担当部長

ＭＣ 新規法人 ＰＢ

連
携

【統括部署】法人部法人営業支援グループ
支店サポート部 個人部 市場国際部

【ソリューション営業担当者による組織横断的対応】

携連

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社 支店サポート部・法人部・個人部・市場国際部 他関連部

携連

支援 携連

DES、DDS

ソリューション営業の高度化による渉外営業力の強化



個人部門の取組み

21

〔20年度修正計画〕

団塊世代退職による退職金や団塊ジュニア世代の住宅取得がピークを迎えるほか、保険業法・貸金業法などの法
制度改正により、個人マーケットの拡大が見込まれることから、地域を重視した営業推進によりシェア拡大を図
る

ＩＴやＣＲＭ技術の活用、広告宣伝などの経営資源の投入により、担当者の生産性を向上を図る

ローンについては、新商品の投入等により増強を図る

＜個人部門戦略概念図＞

８０代～40代 50代 ６０代 ７０代30代20代年代

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

チ
ャ
ネ
ル

イ
ベ
ン
ト

ラ
イ
フ

IT技術
ﾏｽ広告の活用

給振獲得

住宅関連ﾛｰﾝ

預り資産の販売・年金指定・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業

CRMを活用した無担保ﾛｰﾝ

joyca・ALL-Sｶｰﾄﾞ joycaｺﾞｰﾙﾄﾞ・静銀ｾｿﾞﾝﾌﾟﾗﾁﾅｱﾒｯｸｽ

ﾏｲﾎｰﾑ倶楽部

預り資産一元管理ｼｽﾃﾑ

店頭営業体制

ﾈｯﾄ支店・IT・非対面ﾁｬﾈﾙ エリアＦＰ

ローンセンター・ローン専担者 ＰＢ担当

資産消費層 資産形成層 資産運用層

住宅取得

就 職 結婚・出産 子供入学・進学 退 職 相 続
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自己資本比率の状況
2008年９月末のバーゼルⅡによる連結自己資本比率は14.56％と、有価証券含み益の減少によるTierⅡの減少な
どにより、2008年3月末に比べ△0.14ポイントの低下

リスク･アセット等については、株式やリスクウェイトの高い投資信託を中心に、信用リスク･アセットの額が減少
したことを主因に、2008年３月末に比べ△578億円の減少

（％）

（％）

ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース） 自己資本およびリスク・アセット等の推移

１１．５％６，３６７億円７２９億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

※バーゼルⅡの計算方法は、信用リスクが基礎的内部格付手法、
オペレーショナルリスクが粗利益配分手法を採用

アウトライヤー比率（08年第3四半期：単体ベース）
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TierⅠに占める税効果相当額の割合

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

＋５２２５２２０２４１２２０
うちマーケット・リスク
相 当 額 に 係 る 額

△５７８４３，６５４４４，２３２４７，１５９４７，５４９リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

△３７６４０，５１９４０，８９５４３，７３０４４，６２０
う ち 信 用 リ ス ク ・

アセットの額
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ル ・ リ ス ク 相 当 額 に

係る額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

２，９１１

３９３

６，００１

08年

9月末

＋７４

＋４４

＋６３

08年

3月末比

う ち 税 効 果

相 当 額

中核自己資本比率

（億円）



個人市場個人市場
〈〈金融サービスのワンストップ化金融サービスのワンストップ化〉〉

県
内
外
の
金
融
機
関

セ
ブ
ン
イ
レ
ブ
ン

（キ
ャ
ッ
シ
ュ
ポ
イ
ン
ト
）

カ
ー
ド
会
社

消

費

者

金

融

親
密
証
券
会
社
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岡
保
険
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合
サ
ー
ビ
ス

親
密
な
一
般
事
業
会
社

ア
ラ
イ
ア
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ス

静岡銀行

規制緩和された金融業務

カード

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ

静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ

ローン保証

静銀信用保証

証券

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

保険
保険商品の全面解禁

信託
信託業務の
取扱範囲の拡大

グループ事業価値の持続的な成長

「 企 業 の 社 会 的 責 任 」 「 地 域 と の 一 体 化 」営業エリアの広域化

地域シェアの拡大

経営システムの標準化
戦略的資本政策の展開

法人市場法人市場
〈〈新産業の創出・創業支援から企業再生まで新産業の創出・創業支援から企業再生まで〉〉

静
岡
経
済
研
究
所

親
密
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ク
タ
ン
ク産

学

官

新産業の創出・創業支援

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ

ベンチャーキャピタル

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ

総合ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

ビジネスマッチング

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

ＩＴシステム

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ

リース

静銀リース

起債・引受

欧州静岡銀行
静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

株式公開支援

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ

企業再生

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ
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社

グループの一層の効率化・コスト競争力の強化へ
規制緩和による外部収益の拡大へ（事務の受託業務）

グループの基盤を支える会社 静銀ビジネスクリエイト 静岡モーゲージサービス 静銀総合サービス

メガバンク等 県内外の地域金融機関等

アライアンス
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グループの状況



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証

するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


